
事業所名称 利用者 18人 職員 人

作業名　※1

生産活動の内容

活動場所

必要資機材・材料等

円 円 時間 円

４月 1,197,115 1,372,051 1,324,051 -174,936 1,313 1008.416603

５月 1,127,110 1,433,080 1,385,080 -305,970 1,428 970.0051124

６月 1,503,059 1,497,424 1,449,424 5,635 1,430 1013.406048

７月 1,344,043 1,564,111 1,516,111 -220,068 1,430 1060.032162

８月 1,221,467 1,521,098 1,473,098 -299,631 1,563 942.481126

９月 1,216,253 1,511,210 1,463,210 -294,957 1,395 1049.084065

１０月 1,194,771 1,544,850 1,496,850 -350,079 1,455 1028.762887

１１月 1,359,800 1,455,600 1,407,600 -95,800 1,376 1022.965116

１２月 2,002,889 1,563,975 1,515,975 438,914 1,413 1073.256637

１月 1,980,567 1,550,715 1,502,715 429,852 1,407 1067.837982

２月 1,976,540 1,385,675 1,347,675 590,865 1,317 1023.097362

３月 2,019,032 1,609,150 1,571,150 409,882 1,470 1068.809524

合計 18,142,646 18,008,939 17,452,939 133,707 16,997 1026.815009

※２　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業別事業活動収益計①」を計上すること。

生産活動実績確認表

ｱｽﾘｰ

軽作業

業務の内容

縫製・機械巻き・検品

施設内・外

総労働時間
ｄ

時給換算額
ｃ／ｄ

※１　生産活動の名称を記入すること（３以上の作業がある場合は「作業-2」シート以降をコピーして作成すること。）。

※３　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動費用計⑦」を計上すること。

※４　就労支援事業別明細書中Ⅱ労務費１．利用者賃金，２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

※５　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動増減差額（①－⑦＝⑧）を計上すること。

区分

円

事業収入 ※2
ａ

必要経費　※3
ｂ

内賃金支払額　※4
ｃ

生産活動収益　※5
ａ－ｂ



（単位：円）

合計 軽作業 作業-2

就労支援事業収益 0

就労支援事業活動収益計　①　※２ 18142646 18,142,646 0 0 0 0 0 0 0 0
就労支援事業販売原価 0
　期首製品（商品）棚卸高　② 0
　当期就労支援事業製造原価　③＝Ｊ 18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期就労支援事業仕入高　④ 0

合計（②＋③＋④＝⑤） 18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0
　期末製品（商品）棚卸高　⑥ 0

差引（⑤－⑥＝⑦） 18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0
18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0
133,707 133,707 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

合計 軽作業 作業-2

　１．期首材料棚卸高 0
　２．当期材料仕入高 0
　　　　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　３．期末材料棚卸高 0
　　　　当期材料費　Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　１．利用者賃金　※４ 17,350,680 17,350,680
　２．利用者工賃　※４ 0
　３．就労支援事業指導員等給与 0
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
　５．就労支援事業指導員退職給付費用 0
　６．法定福利費　（（１）＋（２）） 102,259 102,259 0 0 0 0 0 0 0 0
（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費　※４ 102,259 102,259
（２）就労支援事業指導員等に対する法定福利費 0
　　　　当期労務費　Ｂ 17,452,939 17,452,939 0 0 0 0 0 0 0 0

　（うち内部外注加工費） 0
　　　　当期外注加工費　Ｃ 0

　１．福利厚生費 0
　２．旅費交通費 0
　３．器具什器費 0
　４．消耗品費 0
　５．印刷製本費 0
　６．水道光熱費 0
　７．燃料費 100,000 100,000
　８．修繕費 0
　９．通信運搬具 0
　１０．受注活動費 0
　１１．会議費 0
　１２．損害保険料 96,000 96,000
　１３．賃借料 360,000 360,000
　１４．図書・教育費 0
　１５．租税公課 0
　１６．減価償却費 0
　１７．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 0
　１８．徴収不能引当金繰入額 0
　１９．徴収不能額 0

　２０．雑費 0

　　　当期経費（１＋２＋３・・・＋２０＝Ｅ）　　　当期経費　Ｄ 556,000 556,000 0 0 0 0 0 0 0 0

18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0

0

18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0

0

18,008,939 18,008,939 0 0 0 0 0 0 0 0

※作業名（作業-1・作業-2）については生産活動実績確認表毎に欄を追加すること。

就労支援事業活動増減差額　（①－⑦＝⑧）　※５

就労支援事業別明細書　(自)2024年4月1日　(至)2025年3月31日

就労支援事業別事業活動明細書　(自)2024年4月1日　(至)2025年3月31日

収
益

勘定科目

費
用

就労支援事業活動費用計　⑦　※３

※生産活動実績確認表の賃金支払額※４は，就労支援事業別明細書のⅡ労務費中にある１．利用者賃金，
２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

勘定科目

　　　　就労支援事業費　（Ｇ－Ｈ＝Ｊ）

　　　当期就労支援総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝Ｅ）

　　　期首仕掛品棚卸高　Ｆ

　　　　合計　Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

　　　期末仕掛品棚卸高　Ｈ

Ⅰ　材料費

Ⅱ　労務費

Ⅲ　外注加工費

Ⅳ　経費

※就労支援事業別明細書中の就労支援事業費（Ｊ）と就労支援事業別事業活動明細書の当期就労支援事業
製造原価（③）は一致すること。


